
ツイッターＩＤ：@nihonkajo

2021 年 7 月刊（予定）　A5 判　648 頁　定価 7,590 円（本体 6,900 円）　978-4-8178-4743-0　商品番号：40852　略号：自原住

www.kajo.co.jp

滞納使用料（家賃）の請求、建物明渡請求など、
公営住宅をめぐる問題について、具体的な要件事実を示して解説！

第1章　総　論
　第 1　公営住宅法の概要
　第 2　公営住宅訴訟の基礎となる法的問題点
　　　   の検討
　第 3　訴訟提起に関する基礎知識
　第 4　公営住宅と民法の改正

第 2章　滞納使用料等の金銭の支払を
                   求める訴訟
　第 1　使用者に対する滞納使用料等請求訴訟
　第 2　保証人に対する使用料等（補修費用を
                含む）請求訴訟
　第 3　配偶者に対する滞納使用料等請求訴訟
　第 4　不正入居者に対する滞納使用料等請求訴訟

第 3章　建物の明渡しを求める訴訟
　第 1　使用料滞納を理由とする建物明渡請求訴訟
　第 2　高額所得者に対する建物明渡請求訴訟
　第 3　譲渡、転貸を理由とする建物明渡請求訴訟
　第 4　無断増築を理由とする建物明渡請求訴訟
　第 5　用法違反を理由とする建物明渡請求訴訟
　第 6　公営住宅建替事業による建物明渡請求訴訟
　第 7　自己所有建物を有する者に対する建物
                明渡請求訴訟
　第 8　暴力団員に対する建物明渡請求訴訟
　第 9　借上公営住宅に係る借上期間満了を理
                由とする建物明渡請求訴訟
　第 10　無承認同居者等が居住する場合の建物
                  明渡請求訴訟
第 4章　公営住宅以外の公的賃貸住宅
                   における法的問題
　第 1　各種の公的賃貸住宅
　第 2　中堅所得者向けの公的賃貸住宅
　第 3　改良住宅
　第 4　市民住宅・改良住宅に係る特有の法律問題

【主な収録内容】

自治体が
原告となる
訴訟の手引き

公営住宅
編

東京弁護士会自治体等法務研究部公営住宅班　著

第 5章　訴訟提起後の手続き
　第 1　訴状提出後の訴訟手続き
　　【文例 1】証拠説明書
　　【文例 2】期日請書
　　【文例 3】就業場所送達の上申書
　　【文例 4】送達先変更の上申書
　　【文例 5】付郵便の上申書
　　【文例 6】調査報告書―居住実態がある場合
　　【文例 7】公示送達申立書
　　【文例 8】調査報告書―居住実態がない場合
　　【文例 9】履行延期の特約による合意書
　　【文例 10】控訴状
　　【文例 11】金銭請求のみの場合の和解条項
      　―使用許可取消後に任意退去した事例
　　【文例 12】継続使用を認める和解条項
      　―使用許可取消後も使用を継続していた事例
　　【文例 13】明渡猶予を認める和解条項
　　【文例 14】更正決定申立書
第 2　強制執行総論
　　【文例 15】執行文
　　【文例 16】送達証明申請書―判決の場合
　　【文例 17】送達証明申請書―調書判決の場合
　　【文例 18】判決確定証明申請書
　　【文例 19】送達証明書
　  　―和解期日における和解調書の場合
　　【文例 20】送達証明書
　　  ―弁論準備手続期日における和解調書の場合
　　【文例 21】受書
　　【文例 22】執行文付与申請書
　　【文例 23】条件成就による執行文付与申請書
　　【文例 24】執行文及び証明書謄本送達申請書
　　【文例 25】執行文及び証明書謄本送達証明申請書
　　【文例 26】承継執行文付与申請書
第 3　金銭債権の強制執行
　　【文例 27】不動産競売申立書
　　【文例 28】強制執行申立書―動産執行の場合

　　【文例 29】債権差押命令申立書
　　【文例 30】財産開示手続申立書
　　【文例 31】債務名義等還付申請書兼請書
　　【文例 32】第三者からの情報取得手続申立書
第 4　明渡しの強制執行
　　【文例 33】強制執行申立書
      　 ―建物明渡しの場合（要：執行立会）

巻末資料
　（参考資料）
　　【資料 1】X市営住宅条例
　　【資料 2】X市営住宅条例施行規則
　　【資料 3】X市請け書
　　【資料 4】X市住宅使用許可書
　　【資料 5】X市住宅返還届
　　【資料 6】答弁書
　　【資料 7】財産開示手続　財産目録
　　【資料 8】執行業者見積書例
　（参考書式）
　　【書式 1】当事者目録
　　【書式 2】物件目録
　　【書式 3】代理人指定書
　　【書式 4】議決証明書
　　【書式 5】専決処分書
　　【書式 6】訴訟価額計算書
　　【書式 7】条件付使用許可取消通知書
　　【書式 8】近傍同種の住宅の家賃及び入居者
　　　　　　 負担基準額の算出
　　【書式 9】強制執行　当事者目録
　　【書式 10】強制執行　請求債権目録
　　【書式 11】強制執行　物件目録
　　【書式 12】強制執行　差押債権目録（預金
　　　　　　   債権（既発生利息も差し押さえ
　　　　　　   る場合））
　　【書式 13】財産調査結果報告書

● 第２章「滞納使用料等の金銭の支払を求める訴訟」、第３章「建物の明渡しを求める訴訟」では、
　 全ての事例に「設例」「解説」「訴状作成の要点」のほか、「訴状案」と「Ｑ＆Ａ」も収録。
● 「訴状作成の要点」では、「請求の趣旨」と併せて、「請求の原因」として、訴訟物ごとの要件事実
　  を詳細に解説。
● 第５章「訴訟提起後の手続き」では、訴訟後の手続きとして強制執行等についても解説。財産開示
 　請求、第三者からの情報取得手続きなど、改正民事執行法の内容も反映。



ツイッターＩＤ：@nihonkajo

2021 年 7 月刊　A5 判　648 頁　定価 7,590 円（本体 6,900 円）　978-4-8178-4743-0　商品番号：40852　略号：自原住

www.kajo.co.jp

滞納使用料（家賃）の請求、建物明渡請求などの
訴状作成の要点がわかる！実務に即した実践的な手引き

自治体が
原告となる
訴訟の手引き

公営住宅
編

東京弁護士会自治体等法務研究部公営住宅班　著

● 滞納使用料（家賃）の請求、建物明渡請求など、公営住宅をめぐって自治体担当者も頭を悩
　 ます問題について、解決のための裁判手続きを詳細に解説。
● 譲渡・転貸や無断増改築、ペット飼育、不正入居者、暴力団関係、建替事業、借上公営住宅
　 制度など、様々な問題について具体的事例を設定。それぞれに訴状案を付して解説。
● 第４章「公営住宅以外の公的賃貸住宅における法的問題」では、公営住宅以外の公的賃貸住
　 宅（特優賃、改良住宅など）についても解説。
● 第５章「訴訟提起後の手続き」では、強制執行などの訴訟後の手続も解説。2020 年 4月より
　 施行されている改正民事執行法についてもカバーするとともに、豊富な文例も収録。
● 民法（債権関係）改正が公営住宅実務に与える影響も解説。現在も旧法下の実務が多く残る
　 ことを踏まえて、改正前後の法律実務を解説。

第 1章　総　論
　第 1　公営住宅法の概要
　第 2　公営住宅訴訟の基礎となる法的問題点
　　　   の検討
　第 3　訴訟提起に関する基礎知識
　第 4　公営住宅と民法の改正

第 2章　滞納使用料等の金銭の支払を
                   求める訴訟
　第 1　使用者に対する滞納使用料等請求訴訟
　第 2　保証人に対する使用料等（補修費用を
                含む）請求訴訟
　第 3　配偶者に対する滞納使用料等請求訴訟
　第 4　不正入居者に対する滞納使用料等請求訴訟

【主な収録内容】
第 3章　建物の明渡しを求める訴訟
　第 1　使用料滞納を理由とする建物明渡請求訴訟
　第 2　高額所得者に対する建物明渡請求訴訟
　第 3　譲渡、転貸を理由とする建物明渡請求訴訟
　第 4　無断増築を理由とする建物明渡請求訴訟
　第 5　用法違反を理由とする建物明渡請求訴訟
　第 6　公営住宅建替事業による建物明渡請求訴訟
　第 7　自己所有建物を有する者に対する建物
                明渡請求訴訟
　第 8　暴力団員に対する建物明渡請求訴訟
　第 9　借上公営住宅に係る借上期間満了を理
                由とする建物明渡請求訴訟
　第 10　無承認同居者等が居住する場合の建物
                  明渡請求訴訟

第 4章　公営住宅以外の公的賃貸住宅
                   における法的問題
　第 1　各種の公的賃貸住宅
　第 2　中堅所得者向けの公的賃貸住宅
　第 3　改良住宅
　第 4　市民住宅・改良住宅に係る特有の法律問題
第 5章　訴訟提起後の手続き
　第 1　訴状提出後の訴訟手続き
　第 2　強制執行総論
　第 3　金銭債権の強制執行
　第 4　明渡しの強制執行

図表を交えて丁寧に解説！
全ての事例に訴状案を収録！

文例、資料、書式も充実！


